
10

　地方自治法第２４３条の３第１項、地方公営企業法第４０条の２第１項及び東峰村「財政事情」の作
成及び公表に関する条例第２条第１項の規定に基づき、本村の財政事情を次のように公表します。
　２３年１１月１日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東峰村長　髙 倉 秀 信

◆平成 22年度　一般会計及び特別会計決算の状況◆
１．一般会計　
　（1）歳入

　　歳入決算額の状況並びに自主財源・依存財源別構成、最近３ケ年間の地方交付税交付状況は第１表、第２表、

　第３表のとおりです。

　　歳入総額は、4,187,675千円となり、対前年比39.4％の増となりました。

　　歳入の主な状況で、村税の減収は、村民税所得割1,329 千円の減、地方譲与税・利子割交付金・地方消　

　費税交付金・自動車取得税交付金においても前年度対比 2,507千円の減と、景気低迷によるものと思われます。

　地方交付税は、普通交付税52,540 千円の増、分担金及び負担金は、農業施設整備分担金13,115千円の増、

　国庫支出金は、地域活性化・公共投資臨時交付金事業による総務費国庫補助金289,834千円の増、東峰学

　園建設事業による教育費国庫補助金216,407千円の増、県支出金においては合併特例交付金125,000 千円の

　増、財産収入の増は、基金利息の1,562千円の増、諸収入では、甘木・朝倉ふるさと振興基金の返還金などに

　より118,241千円の増となり、全体的に歳入が確保されたことにより繰入金を必要最小限に止めることができま

　した。

 第１表 　　　　　歳入決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）
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自主財源と依存財源
　本年度の自主財源は第３表のとおりです。

4,187,675千円の歳入総額に対する自主財源は、645,824千円で割合は15.4％、依存財源は、3,541,851千円

で割合は84.6％です。

第３表　自主財源及び依存財源別の状況

　　歳入総額　　　　４，１８７，６７５千円　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円・％）

　　村税収入未済額は、村民税 3,084千円、固定資産税12,919 千円、軽自動車税 389 千円、分担金1,783千円、

　住宅使用料等 4,994千円が未納となっています。

　　また不能欠損は、固定資産税税が３件で301,100 円、軽自動車税が４件で25,600 円の減収となりました。
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　（２）歳出

　　歳出決算額の状況並びに目的別、性質別状況は第４表、第５表のとおりです。

　　（ア）目的別歳出決算額の状況

　　　　歳出総額においては､対前年比1,024,024千円 (36.5%) の増となっています。

　　　　歳出の項目別に前年度との主な増減状況を見ると、議会費 8,339 千円減（19.0% 減）は、議員報酬の

　　　減、総務費 305,839 千円増（26.1% 増）は、地域情報通信基盤整備事業費496,323千円の増、民生費

　　　35,645千円増（11.8% 増）は、こども手当や児童措置費など扶助費の増（39,270 千円）、保健衛生費

　　　9,844千円増（6.3% 増）は、環境衛生費4,176千円増、小石原診療所費1,918千円増、農林水産業費

　　　43,559 千円増（43.9％増）は、林道維持費及び施設費45,810 千円増、商工費12,146千円減（21.7％）

　　　は、アンテナショップ事業 6,583千円減と観光事業費 6,012千円減、土木費16,355千円増（41.6% 増）

　　　は、村道改良事業費 21,887千円の増、消防費47,986千円増（55.0％増）は、消防施設費46,199 千円

　　　の増、教育費 613,214千円増（359.3% 増）は、東峰学園建設事業費の増、災害復旧費19,842 千円増

　　　（86.0％増）は、河川災害復旧事業費の増、公債費40,556千円減（6.4% 減）は、過疎対策事業債償還

　　　額の減、諸支出金7,219 千円減（30.2% 減）は、簡易水道事業特別会計への繰出金の減です。

　　（イ）性質別歳出決算額の状況

　　　※　義務的経費は、1,247,396千円構成比 32.6％で、前年度に対し9,048千円の減となり、内訳とし

　　　　て人件費において7,680 千円（1.4％減）の減、扶助費は39,188千円（52.3％増）の増、公債費は、

　　　　40,556千円（6.4％減）の減となっています。

　　　※　投資的経費は、1,570,128千円構成比41.0％で、内訳として普通建設事業費は907,176千円増（146.3%

　　　　増）、災害復旧事業費は19,842千円増（86.0% 増）となり、前年度に対して927,018千円（146.3％増）

　　　　の増です。

　　　※　その他の経費は、1,014,290千円構成比26.4％で、前年度に対して106,054千円（11.7％増）の増となり、

　　　　主なものとして積立金117,715円の増額です。

※村税から諸収入まで（四角で囲んだ部分）が自主財源、　地方譲与税から交通安全対策特別交付金までが依存財源です。
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　第５表　　性質別歳出決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

　第４表　　目的別歳出決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）
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（３）収支の状況

 　（ア）実質収支

　　　最近３ヶ年間の状況は第６表のとおりです。

　　　平成２２年度の実質収支は、歳入と歳出の収支から繰り越すべき財源を差し引き決算額で349,578千円

　　の黒字となっており、標準財政規模からすれば通常の約４倍に近い実質収支額となっています。

　（イ）単年度収支及び実質単年度収支

　　　単年度収支は、264,048千円、実質単年度収支は、309,142千円の黒字となりました。

　第６表　　　一般会計収支の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

２.特別会計　
（１）簡易水道事業（第７表及び第８表）

　（ア）歳　入

　　　歳入の総額は、54,584千円となり、対前年度比17,3％の減額（11,442千円）となっています。

　　　歳入の主なものは、使用料及び手数料27,983千円と、繰入金25,773千円です。水道使用料の収入未済

　　額は、2,999 千円あり、調定に対する収納率は90.3％で、前年と比較し△0.7％であり、水道使用料滞納の

　　徴収強化を進めています。
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　（イ）歳　出

　　　歳出の総額は、54,379 千円となり、対前年度比17,0％の減となっています。

　　　歳出の主なものは、総務費、公債費です。

　　歳入歳出差引額は、205千円となります。

　第７表　歳入決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）　

（２）国民健康保険事業（第９表及び第１０表）

　（ア）歳　入

　　歳入の総額は、354,321千円となり対前年度比1.2％の減額となっています。

　　歳入の主なものは、保険税の51,307千円と国県支出金の89,616千円及び前期高齢者交付金 87,871千円

　と共同事業交付金の43,438千円です。

　　前年度と比較し増加しているのは、共同事業交付金で21.8％となっており、その他の科目については減少し

　ています。

　（イ）歳　出

　　歳出の総額は、349,188千円となり対前年度比1.2％の減額（△4,414千円）となっています。

　　歳出の主なものは、保険給付費の221,503千円と後期高齢者支援金35,119 千円、介護納付金17,866千円、

　共同事業拠出金50,435千円となっています。

　　この中で、総務費の一般管理費は、前年度と比較し3,878千円（30.0％）の増になっています。
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　第８表　歳出決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）　
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　　保険給付費については、一般被保険者療養給付費の対象者が782人で前年度と比較し37人の減となり、　

　給付額は2,956千円（1.6％）減少しています。

　　退職者被保険者療養給付費は、対象者49人で前年度と比較し14人増加しているが、給付額は199千円（2.1％）

　減少しています。

　　また、後期高齢者支援金が5,036千円（12.5％）の減少となっています。

　　歳入歳出差引額は、5,133千円となります。

　第９表　歳入決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）　

　第10 表　歳入決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）　

　　科　　　目
平成２２年度 平成２１年度 比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

１. 総務費 17,711 5.1 13,710 3.9 4,001 29.2

２.保険給付費 221,503 63.4 223,259 63.1 △1,756 △ 0.8

３.後期高齢者支援金 35,119 10.1 40,155 11.4 △ 5,036 △12.5

４.前期高齢者納付金 61 0.0 114 0.0 △ 53 △46.5

５. 老人保健拠出金 3 0.0 5,016 1.4 △ 5,013 △ 99.9

６.介護納付金 17,866 5.1 16,996 4.8 870 5.1

７.共同事業拠出金 50,435 14.5 43,372 12.3 7,063 16.3

８.保険事業費 2,805 0.8 2,491 0.7 314 12.6

９. 基金積立金 114 0.0 274 0.1 △160 △ 58.4

10. 諸支出金 3,571 1.0 8,215 2.3 △ 4,644 △ 56.5

　　合　　　計 349,188 100.0 353,602 100.0 △ 4,414 △1.2
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（３）老人保健事業（第１１表及び第１２表）

　（ア）歳　入

　　歳入の総額は、4,456千円となり、歳入の主なものは、平成２１年度繰越金の3,585千円と返納金 870 千円です。

　（イ）歳　出

　　歳出は、0千円となっています。

　　歳出の主なものは、支払基金交付金への返還金が183円あったのみで特別会計としての精算が終了するものです。

　歳入歳出差引額は、4,456千円となります。

　第１１表　　歳入決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

科　　目
平成 22年度 平成 21年度 比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
1.支払基金交付金 0 0.0 1 0.1 △ 1 皆　減
2. 国庫支出金 1 0.0 6 0.1 △ 5 △ 83.3
3. 県支出金 0 0.0 117 2.8 △117 △100.0
4. 繰　入　金 0 0.0 0 0.0 0 0
5. 繰　越　金 3,585 80.5 4,010 97.0 △ 425 △10.6
6. 諸　収　入 870 19.5 1 0.0 869 86,900.0

合　　計 4,456 100.00 4,135 100.00 321 7.8
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（４）後期高齢者医療事業（第１３表及び第１４表）

　（ア）歳　入

　　歳入の総額は、40,945千円となり、対前年度比4.6％の増加となっています。

　　歳入の主なものは、医療保険料22,228千円と、繰入金17,574千円です。

　（イ）歳　出

　　歳出の総額は、40,556千円となり、対前年度比6,7％の増額（2,541千円）となっています。

　　歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金が殆んど全てを占めています。

　　歳入歳出差引額は、389 千円となります。

　老人保健事業は平成19年度に終了し、平成 20 年度からは後期高齢者医療事業へ移行しました。

　平成 20 年度から平成 22年度は事業費の精算によるものです。

　第１２表　　歳出決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

科　　目
平成 22年度 平成 21年度 比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
1. 総務費 0 1 0.2 △1 皆　減
2. 医療諸費 0 3 0.5 △ 3 皆　減
3. 諸支出金 0 546 99.3 △ 546 皆　減
4.予備費 0 0 0.0 0

合　　計 0 550 100.00 △ 550 皆　減

第１３表　　歳入決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

第１４表　　歳出決算額の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

科　　目
平成 22年度 平成 21年度 比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
1. 総務費 273 0.7 4 0.0 269 6,725.0
2. 医療広域連合納付金 40,122 98.9 37,875 99.6 2,247 5.9
3. 諸支出金 161 0.4 136 0.4 25 18.4
4.予備費 0 0.0 0 0.0 0 0

合　　計 40,556 100.0 38,015 100.0 2,541 6.7

科　　目
平成 22年度 平成 21年度 比　　較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
1.後期高齢者医療保険 22,228 54.3 21,776 55.7 542 2.1
2.使用料及び手数料 22 0.1 38 0.1 △16 △42.1
3. 繰　入　金 17,574 42.9 17,115 43.7 459 2.7
4. 繰　越　金 1,121 2.7 197 0.5 924 469.0
5. 諸　収　入 0 0.0 10 0.0 △10 皆　減

合　　計 40,945 100.00 39,136 100.00 1,809 4.6

22
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　第15表　　　村税等の収納状況（平成 22年度）

　第16表　　　村有財産の状況

※本表は、平成 23 年３月31日現在において、村が所有してい
　る財産の状況を表にしたもので、建物には庁舎・消防施設・
　村営住宅・学校等があります。

　第17表　　　村債の現況
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

※本表は、村が公共施設整備のため政府機関等
　から借り入れた平成 23 年３月31日現在の村
　債の残高です。（公営企業会計で借り入れたも
　のについては含まれていません。）
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◆平成23年度　予算の執行状況◆

　第18 表　　一般会計予算執行状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

※　本表は、平成 23年９月30日現在までの予算執行状況を表したものです。
※　金額が２段書きの上段は（）が前年度繰越事業分で下段に加算して下さい。

　第19 表　　一般会計予算執行状

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

※　本表は、平成 23年９月30日現在までの予算執行状況を表したものです。


